
平
成
三
一
年
一
〇
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
、
標
準
税
率

を
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

イ

資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
（
以
下
「
資
本
金
」
と
い
う
。）一
億
円
超
の
普
通
法
人
の
所
得
割
の
標

準
税
率

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
以
下
の
金
額

一
〇
〇
分
の
〇
・
四

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
を
超
え
年
八
〇
〇
万
円
以
下
の

金
額

一
〇
〇
分
の
〇
・
七

所
得
の
う
ち
年
八
〇
〇
万
円
を
超
え
る
金
額

一
〇
〇
分
の
一

ロ

特
別
法
人
の
所
得
割
の
標
準
税
率

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
以
下
の
金
額

一
〇
〇
分
の
三
・
五

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
を
超
え
る
金
額

一
〇
〇
分
の
四
・
九

ハ

資
本
金
一
億
円
以
下
の
普
通
法
人
等
の
所
得
割
の
標
準
税
率

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
以
下
の
金
額

一
〇
〇
分
の
三
・
五

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
を
超
え
年
八
〇
〇
万
円
以
下
の

金
額

一
〇
〇
分
の
五
・
三

所
得
の
う
ち
年
八
〇
〇
万
円
を
超
え
る
金
額

一
〇
〇
分
の
七

ニ

収
入
金
額
課
税
法
人
の
収
入
割
の
標
準
税
率

収
入
金
額

一
〇
〇
分
の
一

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
以
下
の
金
額

一
〇
〇
分
の
三
・
五

所
得
の
う
ち
年
四
〇
〇
万
円
を
超
え
年
一
〇
億
円
以
下
の
金
額

一
〇
〇
分
の
四
・
九

所
得
の
う
ち
年
一
〇
億
円
を
超
え
る
金
額

一
〇
〇
分
の
五
・
七
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２

事
業
税

農
業
協
同
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
、
農
業
協
同
組
合
連
合
会
の
う
ち
、
引

き
続
き
そ
の
名
称
中
に
農
業
協
同
組
合
中
央
会
と
い
う
文
字
を
用
い
る
も
の
の
事
業
の
所
得
で
収
益
事
業
に
係

る
も
の
以
外
の
も
の
に
つ
い
て
、
非
課
税
と
す
る
等
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
八
条
の
五

関
係
）

平
成
三
二
年
に
開
催
さ
れ
る
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
又
は
東
京
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
の
円
滑

な
準
備
又
は
運
営
に
関
す
る
業
務
を
行
う
外
国
法
人
が
行
う
当
該
大
会
関
連
の
事
業
に
対
し
て
、
当
該
外
国
法

人
の
平
成
三
一
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
二
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
限
り
、

非
課
税
と
す
る
等
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
八
条
の
六
関
係
）

次
の
と
お
り
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
九
条
関
係
）

北
海
道
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
及
び
四
国
旅
客
鉄
道
株
式
会
社
に
係
る
資
本
割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の

適
用
期
限
を
平
成
三
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

預
金
保
険
法
に
規
定
す
る
承
継
銀
行
及
び
協
定
銀
行
に
係
る
資
本
割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
期

限
を
平
成
三
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

新
関
西
国
際
空
港
株
式
会
社
及
び
関
西
国
際
空
港
及
び
大
阪
国
際
空
港
の
一
体
的
か
つ
効
率
的
な
設
置
及

び
管
理
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
指
定
会
社
に
係
る
資
本
割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
平

成
三
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

中
部
国
際
空
港
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
指
定
会
社
に
係
る
資
本
割
の
課
税
標
準
の

特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
平
成
三
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

大
都
市
地
域
に
お
け
る
宅
地
開
発
及
び
鉄
道
整
備
の
一
体
的
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
特

定
鉄
道
事
業
者
に
係
る
資
本
割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
平
成
三
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
延

長
す
る
こ
と
と
し
た
。

東
京
湾
横
断
道
路
の
建
設
に
関
す
る
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
東
京
湾
横
断
道
路
建
設
事
業
者
に
係
る
資

本
割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
平
成
三
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

ガ
ス
供
給
業
を
行
う
法
人
の
収
入
割
の
課
税
標
準
で
あ
る
収
入
金
額
を
算
定
す
る
場
合
に
お
い
て
控
除
さ

れ
る
収
入
金
額
の
範
囲
に
、
他
の
ガ
ス
供
給
業
を
行
う
法
人
か
ら
託
送
供
給
を
受
け
て
ガ
ス
の
供
給
を
行
う

場
合
の
当
該
供
給
に
係
る
収
入
金
額
の
う
ち
、
当
該
託
送
供
給
の
料
金
と
し
て
支
払
う
べ
き
金
額
に
相
当
す

る
収
入
金
額
を
追
加
す
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
平
成
三
四
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る

こ
と
と
し
た
。

株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構
に
係
る
資
本
割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
平
成
三

六
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

平
成
三
一
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
六
年
三
月
三
一
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
分
の
事
業
税
に

限
り
、
電
気
供
給
業
を
行
う
法
人
の
収
入
割
の
課
税
標
準
で
あ
る
収
入
金
額
を
算
定
す
る
場
合
に
お
い
て
控
除

さ
れ
る
収
入
金
額
の
範
囲
に
、
旧
一
般
電
気
事
業
者
等
が
分
社
化
し
た
後
の
当
該
分
社
化
に
係
る
電
気
事
業
者

の
間
で
行
う
取
引
の
う
ち
、
電
気
の
安
定
供
給
の
確
保
の
た
め
必
要
な
取
引
に
係
る
収
入
金
額
を
追
加
す
る
課

税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
九
条
関
係
）

法
人
の
事
業
税
の
税
率
に
つ
い
て
、
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
二
条
の
二
四
の
七
及
び
附

則
第
九
条
の
二
関
係
）

資
本
金
一
億
円
超
の
普
通
法
人
の
所
得
割
に
つ
い
て
、
標
準
税
率
に
一
・
七
を
乗
じ
て
得
た
率
を
超
え
る

税
率
で
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
と
し
た
。

平
成
三
一
年
一
〇
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に
係
る
特
定
の
協
同
組
合
等
の
法
人
の
事
業
税

の
所
得
割
に
つ
い
て
、
標
準
税
率
を
以
下
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

に
伴
い
、
地
域
再
生
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
平
成
三
二
年
三
月
三
一
日
ま
で
の

間
に
地
域
再
生
法
に
規
定
す
る
認
定
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄
附
活
用
事
業
に

関
連
す
る
寄
附
金
を
支
出
し
た
場
合
の
事
業
税
の
税
額
控
除
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
控
除
の
上
限
を
当
期
の

事
業
税
額
の
一
〇
〇
分
の
二
〇
と
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
九
条
の
二
の
二
関
係
）

３

不
動
産
取
得
税

福
島
復
興
再
生
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
帰
還
環
境
整
備
推
進
法
人
が
帰
還
環
境
整
備
事
業
計
画
に
記
載
さ

れ
た
事
業
に
よ
り
整
備
す
る
一
定
の
特
定
公
共
施
設
等
の
用
に
供
す
る
土
地
を
取
得
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当

該
取
得
が
平
成
三
四
年
三
月
三
一
日
ま
で
に
行
わ
れ
た
と
き
に
限
り
、
当
該
土
地
の
価
格
の
五
分
の
一
に
相
当

す
る
額
を
価
格
か
ら
控
除
す
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
関
係
）

次
の
と
お
り
非
課
税
措
置
等
の
適
用
期
限
を
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

預
金
保
険
法
に
規
定
す
る
協
定
銀
行
が
協
定
の
定
め
に
よ
り
内
閣
総
理
大
臣
の
あ
っ
せ
ん
を
受
け
て
行
う

破
綻
金
融
機
関
等
の
事
業
の
譲
受
け
等
又
は
預
金
保
険
機
構
の
委
託
を
受
け
て
行
う
資
産
の
買
取
り
に
よ
り

取
得
す
る
不
動
産
に
係
る
非
課
税
措
置
の
適
用
期
限
を
平
成
三
三
年
三
月
三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し

た
。（
附
則
第
一
〇
条
関
係
）
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